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●
納
付
方
法　

市
県
民
税
の
納
付
方

法
に
は
、
次
の
２
つ
が
あ
り
ま
す
。

特
別
徴
収
▼
６
月
〜
翌
年
５
月
の
給

与
か
ら
天
引
き

普
通
徴
収
▼
市
役
所
か
ら
送
ら
れ
る

納
税
通
知
書
に
添
付
さ
れ
た
納
付
書

で
納
付

■
こ
ん
な
場
合
は
課
税
さ
れ
ま
せ
ん

所
得
割
▼
所
得
に
応
じ
て
計
算
す
る

部
分

均
等
割
▼
一
律
４
０
０
０
円

〈
所
得
割
も
均
等
割
も
か
か
ら
な
い
〉

　

次
の
ど
ち
ら
か
に
当
て
は
ま
る
人

①
１
月
１
日
現
在
で
生
活
保
護
を
受

　

次
の
理
由
で
税
金
の
支
払
い
が
困

難
な
場
合
は
市
県
民
税
が
軽
減
・
免

除
さ
れ
ま
す
。

①
１
月
２
日
以
降
に
生
活
保
護
を
受

け
た
人

②
１
月
２
日
以
後
に
死
亡
し
た
平
成

　

年
中
の
合
計
所
得
金
額
が　

万

１９

５００

円
以
下
の
人（
納
税
通
知
書
は
相

続
代
表
者
に
送
付
）

③
１
月
１
日
現
在
は
勤
労
学
生
で
、

平
成　

年
中
の
合
計
所
得
が　

万

１９

６５

円
以
下
、
そ
の
う
ち
不
動
産
所
得

な
ど
自
己
の
勤
労
に
よ
ら
な
い
所

得
が　

万
円
以
下
の
人

１０

④
平
成　

年
中
の
合
計
所
得
金
額
が

１９

　

万
円
以
下
で
、
単
身
世
帯
ま
た

５００は
扶
養
親
族
が
あ
り
、
病
気
な
ど

で
平
成　

年
中
の
所
得
が
平
成　

２０

１９

年
中
の
所
得
の
半
分
以
下
に
な
る

と
見
込
ま
れ
、
生
活
が
困
窮
し
、

納
税
が
困
難
な
人

⑤
火
災
な
ど
災
害
に
よ
り
被
害
を
受

け
た
人

●
対
象
額　

①
・
②
・
③�
申
請
の

日
以
後
の
納
期
の
市
県
民
税
額
全
額

④�
申
請
の
日
以
後
の
納
期
の
市
県

民
税
額
２
分
の
１
相
当
額　

⑤�
被

害
の
状
況
に
応
じ
て
定
め
ら
れ
た
額

●
申
請　

市
民
税
県
民
税
減
免
申
請

書
を
①
〜
④�
各
納
期
限（
※
）の
７

日
前
ま
で　

⑤�
災
害
の
日
か
ら　
３０

日
以
内
に
、
市
民
税
課
へ
提
出

※
１
期
・
６
月　

日�
、
２
期
・
９

３０

月
１
日�
、
３
期
・　

月　

日�
、

１０

３１

４
期
・
２
月
２
日�
。

広報あんじょう　2008.6.1 �

問
い
合
わ
せ
▼

市
民
税
課

け
て
い
る

②
昨
年　

月　

日
現
在
に
障
害
者
・

１２

３１

未
成
年
者
・
寡
婦（
夫
）で
、
前
年

の
合
計
所
得
金
額
が　

万
円
以
下

１２５

〈
均
等
割
が
か
か
ら
な
い
〉

　

前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
次
の
金

額
以
下
の
人

扶
養
親
族
が
い
な
い�
　

万
円

３２

扶
養
親
族
が
い
る�
　

万
円
×
扶
養

３２

親
族
数
＋　

万
９
０
０
０
円

５０

〈
所
得
割
が
か
か
ら
な
い
〉

　

前
年
の
総
所
得
金
額
等
が
次
の
金

額
以
下
の
人

扶
養
親
族
が
い
な
い�
　

万
円

３５

扶
養
親
族
が
い
る�
　

万
円
×
扶
養

３５

親
族
数
＋　

万
円

６７

Ｑ　３月に刈谷市から安城市に引っ越してきたのですが、
市県民税の納税通知書は刈谷市から送られてきました。
なぜ安城市からでないのですか？

安城市で課税

刈谷市で課税
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■
税
源
移
譲
時
の
年
度
間
の
所
得
変

動
に
係
る
減
額
措
置

　

税
源
移
譲
に
よ
り
、
所
得
税
は
平

成　

年
分
か
ら
、
市
県
民
税
は
平
成

１９

　

年
度
分（
平
成　

年
中
の
所
得
で

１９

１８

算
出
）か
ら
税
率
が
変
更
さ
れ
ま
し

た
。
し
か
し
、
退
職
や
長
期
休
業
な

ど
の
理
由
で
、
市
県
民
税
が
増
加
す

る
一
方
、
所
得
税
は
負
担
が
軽
減
さ

れ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
場

合
、
一
定
の
要
件
に
該
当
す
れ
ば
、

平
成　

年
度
の
市
県
民
税
を
減
額
す

１９

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

※
す
で
に
納
付
さ
れ
て
い
る
場
合
は

還
付
し
ま
す
。（
滞
納
市
税
が
あ
る

場
合
は
充
当
）

●
対
象
者　

次
の
①
②
を
い
ず
れ
も

満
た
す
人

①
平
成　

年
度
市
県
民
税
の
課
税
所

１９

得
金
額（
申
告
分
離
課
税
分
を
除

く
）が
所
得
税
と
市
県
民
税
の
人

的
控
除
額
の
差
の
合
計
額
よ
り
大

き
い

②
平
成　

年
度
市
県
民
税
の
課
税
所

２０

得
金
額（
申
告
分
離
課
税
分
を
含

む
）が
所
得
税
と
市
県
民
税
の
人

的
控
除
額
の
差
の
合
計
額
以
下

（
あ
ら
か
じ
め
平
成　

年
分
の
所

１９

得
申
告
が
必
要
）

●
申
告　

７
月
１
日�
〜　

日�
に
、

３１

平
成　

年
度
分
市
民
税
県
民
税
減
額

１９

申
告
書
を
市
民
税
課（
※
）へ
提
出

※
平
成　

年
度
に
市
外
で
課
税
さ
れ

１９

て
い
た
場
合
は
そ
の
市
区
町
村
へ
。

■
地
震
保
険
料
控
除
の
創
設

　

新
た
に
地
震
保
険
料
控
除
が
創
設

さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
に
伴
い
、
損
害

保
険
料
控
除
が
廃
止
さ
れ
ま
す
が
、

平
成　

年　

月　

日
ま
で
に
締
結
し

１８

１２

３１

た
長
期
損
害
保
険（
旧
長
期
損
害
保

険
）に
つ
い
て
は
、
従
前
の
損
害
保

険
料
控
除
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

※
ひ
と
つ
の
保
険
契
約
の
中
に
地
震

保
険
と
、
そ
れ
以
外
の
旧
長
期
損

害
保
険
が
あ
る
場
合
は
、
選
択
に

よ
り
ど
ち
ら
か
一
方
の
控
除
を
受

け
ら
れ
ま
す
。

■
老
年
者
非
課
税
措
置
廃
止
に
伴
う

経
過
措
置
の
廃
止

　

合
計
所
得
金
額　

万
円
以
下
の
老

１２５

年
者（
昭
和　

年
１
月
２
日
以
前
に

１５

生
ま
れ
た
人
）に
対
す
る
非
課
税
措

置
が
廃
止
さ
れ
た
た
め
、
平
成　

年
１９

度
ま
で
経
過
措
置
に
よ
る
減
額
が
行

わ
れ
て
き
ま
し
た
が
、
平
成　

年
度

２０

か
ら
全
額
が
課
税
さ
れ
ま
す
。

■
市
県
民
税
に
よ
る
住
宅
ロ
ー
ン
控
除

　

税
源
移
譲
で
所
得
税
が
減
額
と
な

り
、
そ
の
た
め
に
控
除
で
き
る
住
宅

ロ
ー
ン
控
除
額（
住
宅
借
入
金
等
特

別
税
額
控
除
額
）が
減
っ
て
し
ま
う

場
合
、
市
県
民
税
か
ら
も
控
除
す
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

※
最
長
で
平
成　

年
度
ま
で
が
対
象

２８

で
す
。（
年
度
ご
と
に
申
告
が
必
要
）

●
対
象
者　

平
成　

年
〜　

年
に
入

１１

１８

居
し
、
税
源
移
譲
で
平
成　

年
分
の

１９

所
得
税
が
減
り
、
住
宅
ロ
ー
ン
控
除

額
が
所
得
税
か
ら
控
除
し
き
れ
な
く

な
っ
た
人

●
申
告　

確
定
申
告
を
す
る
人�
確

定
申
告
の
申
告
期
限
ま
で
に
住
宅
借

入
金
等
特
別
税
額
控
除
申
告
書（
※
）

と
確
定
申
告
書
を
持
っ
て
刈
谷
税
務

署
へ　

確
定
申
告
を
し
な
い
人�
確

定
申
告
の
申
告
期
限
ま
で
に
住
宅
借

入
金
等
特
別
税
額
控
除
申
告
書（
※
）

と
源
泉
徴
収
票（
原
本
）を
持
っ
て
市

民
税
課
へ

※
確
定
申
告
を
す
る
場
合
と
し
な
い

場
合
で
そ
れ
ぞ
れ
様
式
が
異
な
り

ま
す
。

人的控除の例

差額住民税所得税人的控除一覧

５３３３８基礎控除

５３３３８配偶者一般配偶者控除

５３３３８一般扶養
扶養控除

１０３８４８
老人扶養
（７０歳以上）

１２６２７一般障害者障害者控除

Ｑ　昨年１０月に仕事をやめました。今年の市県民
税はどうなりますか？

Ｑ　去年亡くなった人の市県民税はどうなりますか？


